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空間分布する病院や学校と行った施設への総合的な移動利便性を，その立地状況を考慮したうえで評価

可能なポテンシャル型アクセシビリティ（AC）指標を用いて，都市間公共交通整備に伴う変化の評価を

行った．例として，東京―名古屋間に建設が予定されるリニア中央新幹線の通過地域及び近隣地域に適用

した結果，静岡，浜松といった新幹線沿線地域でも居住AC，来訪ACが大きくなった．一方，その通過地

域や起終点の東京，名古屋でACが大きく増加するがとともに，通過地域の南北側ではACはあまり増加し

ないことを定量的に示すことができた．  
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1. はじめに 

 

日本では高度経済成長期以降，一貫して大規模な都

市間交通インフラ整備が進められてきた．それにより，

都市間の時間距離の短縮が図られ，交流機会が拡大し，

多様なライフスタイルの選択が可能となり，新たな産

業が創出されるなど，人々の暮らしや地域経済の発展

に寄与してきた．一般に，ある地域から他地域への公

共交通インフラが充実すれば，生活施設へのアクセス

向上や，あるいは選択肢が増加するなど，そこに住む

人の暮らしは快適なものになる．一方，他地域に住む

人から見れば，アクセスしやすく，多様な施設が多く

立地する地域は魅力的に写り，それが来訪者の増加に

結び付く可能性がある． 

地方都市では，都市間交通網は，単に日常の移動に

供するだけでなく，高度医療機会の充実や観光産業の

活性化，地震・豪雨などの災害時における緊急物資の

輸送ネットワークなど地域の安全安心向上を含め，移

動や交流支援を担ってきた．しかし，負の側面も見逃

せない．都市間交通網整備により，これまで目的地や

立ち寄り地となってきた地方都市が通過地となって衰

退を招くなど，マイナスの影響を受ける場合も存在す

る． 

都市間交通を地域の魅力向上へと活用するためには，

それぞれの地域・施設配置の特性に応じて，幹線交通

だけでなく，周辺土地利用やアクセス交通を含めた一

体的な検討を行う必要がある． 

本研究では，都市間公共交通整備が，各地域にどの

ような影響をもたらすのかを，地域の居住魅力や来訪

魅力に与える影響の観点から分析する．具体的には，

各地区の施設立地と幹線・端末交通に係る一般化費用

を考慮したポテンシャル型アクセシビリティ指標を地

域の居住・来訪魅力を表す指標とし，評価することを

試みる．また，現在整備が検討されているリニア中央

新幹線を対象に，アクセシビリティ値の空間的変化を

分析する． 

 

2. アクセシビリティ指標に関する既往研究 

 

(1)アクセシビリティ指標の概観 

 交通ネットワークを評価する手法の 1 つであるアク

セシビリティ（AC）指標は，過去にさまざまな定義が

行われており，分析評価の目的によって使い分けられ

ている 1）．大別して，1）時間距離を対象としたもの

（インフラに基づく AC，距離指標），2）地域の魅力

とその近接性を表現したもの（等高線指標，ポテンシ



 

 2 

ャル指標），3）個人行動データを基にしたもの（時空

間指標，効用に基づく AC），がある．本研究では，地

域の魅力を目的とする施設とそこへの移動に関わる費

用から評価するため，2）のうち，土地利用と交通の両

要素の定量評価が可能で，小地区単位で評価が可能な

ポテンシャル型アクセシビリティ指標を用いる． 

 

(2)ポテンシャル型AC指標を用いた既往研究 

 ポテンシャル型 AC指標は一般に，各地区から全地

区（目的地）までの近接性を，地区の機会の大きさ

（地区の重みづけ）と地区間の交通抵抗を用いて表す

ものである．これにより，立地と交通の両要素の複合

的効果を評価することが可能となる．この指標を用い

た研究例として，山口ら 2）は GDP・人口，真野ら 3）

は自動車保有台数を用いて目的地の重みづけを行って

いるが，GDP や人口，自動車保有台数は移動目的に

照らして抽象的である．また，中心度関数（宮城ら
4））を用いた研究では，目的地の重みを交通ネットワ

ークにおける中心性の高さで表しており，その地域の

土地利用や特定の目的施設など，人々の移動ニーズに

由来した指標を扱っているわけではない． 

移動利便性と施設立地に関する施策の評価の研究に

岑ら 5）がある．これは，都市内移動を対象として，通

勤，通学，通院及び買物目的の交通利便性を詳細なメ

ッシュ単位で評価しており，土地利用・施設立地と交

通ネットワークの双方を考慮して各居住地の交通利便

性を表現できている．  

 以上を踏まえ，本研究では，岑らが都市内交通の評

価に用いた AC指標を都市間公共交通に適用することを

試みる．これを用いて都市間公共交通整備前後の居住，

来訪する魅力の変化を市区町村単位で評価をする． 

 

3. 都市間基幹交通インフラ整備に伴う都市の魅

力向上の指標化 

 

(1) アクセシビリティ指標の定義 

 

AC指標は，各地区における各種目的の達成しやすさ

（居住魅力）を評価する指標として，目的地の魅力値

ATj（本研究ではj地域の施設数で表現）をi 地区から各

目的地j へ移動に要した一般化費用で逓減し（acij），そ

れをすべての目的地について合計して求める（式(1)）．

ここで，一般化費用cijは式(2)に示す． 
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ここで，ACi: i地区の居住魅力，i: 評価地区（起点），j: 

目的地区（終点），ATj: j 地区の魅力値，α: 距離逓減パ

ラメータ，cij: i地区から j地区へ移動する際の一般化費

用，V: 時間費用 tm: 交通手段 mにおける移動時間，cm: 

交通手段mにおける所要費用 

 

次に，ある地区の施設への他地域から集まりやすさ

（来訪魅力）を評価する指標として，式(1)で定義した

acijをすべての出発地について合計して求める（式(3)）． 

   
i

ijj

I

i

ijj cATacAC exp  (3) 

ここで，A C j
――――

: j地区への来訪魅力 

 

(2) 距離逓減パラメータαの推定 

 距離逓減パラメータ α は，一般化費用の大小に応じ

てアクセシビリティがどの程度減少するかを決定する

パラメータで，正の定数である．距離逓減パラメータ α

の推定は，対象地域の分布交通量を重力モデル（式

(4)）で表現できると仮定する．重力モデルの推定には

第 4 回（2005 年）全国幹線旅客純流動調査の 207 生活

圏流動表における秋季 1日の平日調査と休日調査の OD

表及び所要時間データを利用する．また，所要時間デ

ータは，非業務目的の自家用乗用車同乗者の時間当た

り機会費用 24.94（円／人・分）6）を乗じて一般化費用

として利用する．本来，このパラメータは交通目的別

に異なるが，本研究では全ての交通目的で同じ値をと

ると仮定する．表-2に推定結果を示す． 

 ijjiij cAGT 


 exp  (4) 

ここで， Tij: 地域 i，j間の分布交通量， 

cij: 地域 i，j間の一般化費用，Gi: 地域 iの発生交通量，

Aj: 地域 jの集中交通量 α，β，γ，δ: パラメータ 

 

 

 なお，都市内交通の分析において距離逓減パラメー

タの値は 9.80×10
-4であった（岑ら 5））．この値は都

市内交通の自動車 OD表から算出した値であり，今回

推定したパラメータよりも大きな値である．これは，

都市間交通の距離逓減が都市内交通よりも小さい，つ

まり移動距離に対して魅力の逓減が小さいことを表し

ている． 

 

(4) 一般化費用の算出方法 

 各地域を移動する際の一般化費用 cijの算出に当た

っては，経路探索には国土交通省が提供するソフトウ

表-2 距離逓減パラメータの推定結果 

α[/円]推定結果 t値 

3.30×10-4 -42.2 
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ェアNITAS（National Integrated Transport Analysis System：

全国総合交通分析システム）を用いる．各地域のセン

トロイドは市区町村の役所・役場とし，所要時間最小

の経路の一般化費用を算出する．計算の効率化のため

に 207 地域生活圏ごとの市区町村単位で，次の，a)，

b)の 2 つの移動に分けて一般化費用を算出し，それら

を合計した値を用いる． 

a) 起点の市区町村の役所・役場からその市区町

村の属する地域生活圏の主要駅． 

b) 起点の市区町村の属する地域生活圏の主要駅

から終点の市区町村の属する地域生活圏の主

要駅のある市区町村の主要駅． 

 

4. ケーススタディ 

 

(1) 評価地域の概要 

 ケーススタディは，リニア中央新幹線が通過する東

京－名古屋間の地域及びその近隣地域（東京都，神奈

川県，山梨県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県）に

属する363市区町村を対象地域とし分析を行う．なお，

目的地側（式(1)におけるj，式(3)におけるi）は全国とす

る． 

 図-2に現況の鉄道・航空網を示す．対象地域範囲は

東京圏と名古屋圏が両端に位置し，太平洋沿岸部にか

けて東海道新幹線があり，都市間基幹交通インフラと

なっている．また，東京圏と名古屋圏にそれぞれ東京

国際空港，成田国際空港，中部国際空港といった拠点

空港があり，航空網も整備が進んでいる．一方，岐阜

県北部，長野県，山梨県では，JR在来線と一部に民営

鉄道があるのみであり，空港はほとんどなく，都市間

基幹交通は沿岸部と比べて少ない． 

 

(2) 計算条件の設定 

 目的施設は様々あるが，本稿ではその分析例として

事業所（全産業）及びがん診療連携拠点病院をとりあ

げる．魅力値（施設数）の計算はGISを用いて，施設の

ポイントデータを地域ごとに集計することで行う． 

 

(3) 現況の交通サービスレベルの分析 

図-3に現況（2011年1月）の交通サービスレベルにお

ける鉄道・航空利用時の居住AC空間分布を，図-4に来

訪AC空間分布を示す．事業所への居住AC空間分布では，

企業の事業所が各地域の県庁所在地附近に集積してい

ることから，その近辺の市区町村で居住ACが高い．中

でも，東京23区，名古屋市周辺は特に高い値を示して

いる．一方，来訪AC空間分布では，大都市圏の中心だ

けでなく，長野市・浜松市・静岡市で高い値を示して

いる．これは，長野市は長野新幹線により東京都心部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 一般化費用算出のイメージ 

 

 

図-2 現況（2011年1月）の鉄道・航空交通網 

 

 

(a)事業所への居住AC                (b)がん診療連携拠点病院への居住AC 

図-3 現況の交通サービスレベルにおける居住AC空間分布 
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からの移動利便性が良いことに起因し，同様に浜松

市・静岡市は東海道新幹線によりその通過地域からの

移動利便性が良いことに起因するものと考えられる． 

 高度医療についても，病院が多く立地する東京・名

古屋付近地区の居住AC空間分布が高い．来訪AC空間分

布では，拠点病院が立地し，新幹線が通過している浜

松市などで高い値を示している． 図-5に現況（2011年

1月）の交通サービスレベルにおける鉄道・航空利用時

の居住ACの内訳を示す．本稿では，東京－名古屋間に

存在する地域の内，東京と名古屋からほぼ等距離に位

置する，松本，飯田，諏訪・伊那，静岡県中部地域に

ついて，居住ACの割合を大きく占める，東京都23区，

名古屋地域を含めた内訳に着目する．事業所への居住

AC内訳では，飯田，諏訪・伊那では名古屋の割合が大

きく，静岡県中部，松本では23区の割合が大きく，が

ん診療連携拠点病院への居住AC内訳では，静岡県中部，

松本では自地域のシェアが大きく，飯田，諏訪・伊那

では名古屋の割合が大きい．いずれも中部・関東の中

間的なエリアであるが，交通網の形状により，影響圏

が異なることが確認できる．また，飯田，諏訪・伊那

では，自地域よりも他地域のシェアが大きくなってい

る．こうした地域では，都市活動が外に流出しやすく

（つまりストロー効果が起こる可能性がある），こう

した点にも注意が必要である． 

 

(4) リニア中央新幹線開通による影響分析 

a) リニア中央新幹線の概要 

 リニア中央新幹線は，日本の人口の約半数が含まれ

る世界でも有数の人口集積地域である東京圏，名古屋

圏，大阪圏を結び，これまで東海道新幹線が担ってき

た三大都市圏間の高速かつ安定的な旅客輸送のバイパ

ス路線としての機能が期待されている計画である 7）．

中央新幹線の整備によって三大都市圏は相互に約 1 時

間で結ばれ，巨大な都市集積圏域が形成されることと

なる．また，三大都市圏以外の地域においても，三大

都市圏等とのアクセス利便性向上が期待される． 

 

b) リニア中央新幹線の詳細設定 

 評価する路線は 2027 年開通予定である東京－名古屋

間とする．リニア中央新幹線のルートは国土交通省が

平成 23年 5月に発表した整備計画に基づき，甲府市附

近，赤石山脈（南アルプス）中南部，名古屋市附近を

通過するルートとする．図-6 にリニア中央新幹線開通

時の鉄道・航空交通網を示す．起終点及び中間駅の位

 

(a)事業所への来訪AC                (b)がん診療連携拠点病院への来訪AC 

図-4 現況の交通サービスレベルにおける来訪AC空間分布 

 

(a)事業所への居住AC内訳            (b)がん診療連携拠点病院への居住AC内訳 

図-5 現況の交通サービスレベルにおける居住AC内訳 
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置は，JR 東海が平成 23 年 9 月に公告した中央新幹線

（東京―名古屋間）環境影響評価方法書 8)を参考に，品

川駅，橋本駅，甲府駅，飯田駅，中津川駅，名古屋駅

に接続した駅としている． 

 運賃の設定は，JR 東海が平成 22 年 5 月に発表した

「超電導リニアによる中央新幹線の実現について」7）

に基づき，東京－名古屋間の新幹線運賃に 700 円を足

した値から，東海道新幹線ひかりの東京－名古屋間の

駅間距離と運賃の比を用いて線形近似し，その式を用

いて設定した． 

 

c) リニア中央新幹線開通によるAC変化 

 図-7，図-8 にリニア開通前後の居住・来訪 AC の比

（リニア開通時／現況）で表す．  

 事業所への居住 AC空間分布の比では，事業所が多く

存在する東京と名古屋を結ぶリニア整備により，リニ

ア中間駅設置地域において ACが増加しており，特に山

梨県の市町村において顕著な居住 AC増加がみられる．

これは山梨県の市町村には事業所が少なく，現況の交

通ネットワークでは東京などへの移動利便性がよくな

いため，リニア整備による影響が大きいと考えられる．

この効果は中間駅を設置した飯田市，中津川市及びそ

の周辺市町村にもみられ，リニア整備がもたらす通過

地域への大きな影響がうかがえる．これに対し，来訪

AC 空間分布の比では，リニア通過地域全体で大きな来

訪 ACの上昇がみられる．同時に，リニア開通の効果は

沿線南北の地域にあまり広がっていないことが伺える．

飯田市と JRにより南北で接続している伊那では増加が 

みられるものの，それ以外ではあまり増加がみられな 

 

 

図-6 リニア中央新幹線開通時の交通網 

 

 

(a)事業所への居住ACの比                (b)がん診療連携拠点病院への居住ACの比 

図-7 リニア中央新幹線開通時の居住AC空間分布の比 

 

(a)事業所への来訪ACの比                (b)がん診療連携拠点病院への来訪ACの比 

図-8 リニア中央新幹線開通時の来訪AC空間分布の比 
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い．これにより，東西の交通網が強化されても現状の

南北交通網ではあまり広い地域への波及効果が望めな

いことも明らかになっている． 

 高度医療では，リニア通過地域において居住 ACが高

くなっている．がん診療連携拠点病院は東京，名古屋

などの一部の地域にしかないため，それらの地域への

移動利便性の向上により居住 ACが向上したと考えられ

る．来訪 AC分布では，リニア通過地域全体で大きな来

訪 ACの上昇がみられ，事業所への来訪 ACと同様の傾

向を示している．なお，病院のない地域は来訪 ACの値

はなゼロである． 

 

5. おわりに 

 

 本研究では，都市間公共交通整備が，地域にどのよ

うな影響をもたらすのかを，個々の地域の施設立地を

考慮したうえで，利便性評価可能なポテンシャル型AC

指標を用いて，地域の居住魅力や来訪魅力に与える影

響の観点から分析した．この指標を用いて，東京―名

古屋間のリニア中央新幹線の通過地域及び近隣地域の

分析を行った結果，以下の知見が得られた． 

 

1） 現況の交通サービスレベルでは新幹線が通過し，

施設数が多い東京，静岡，浜松，名古屋で居住・

来訪ACが大きくなった． 

2） 現況の居住AC内訳から，交通網の形状によって，

影響圏が異なることが確認できた．また，飯田，

諏訪・伊那では自地域よりも他地域のシェアが大

きく，他地域への都市活動の流出が懸念される． 

3） リニア中央新幹線の開通により，中間駅近隣地域

では居住AC，来訪ACともが大きく向上することが

明らかになった．また，居住ACと比較して，来訪

ACの方がリニア中央新幹線開通によるAC増加が大

きいことが明らかになった．岐阜県北部，長野県

北部などの中間駅までの移動利便性が低い周辺地

域では，ACの向上は小さくなることが明らかにな

った． 

 

謝辞：本研究は，文部科学省のグリーン・ネットワー

ク・オブ・エクセレンス（GRENE）事業環境情報分野

「環境情報技術を用いたレジリエントな国土のデザイ

ン」の一環として実施したものである． 
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